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研究成果の概要（和文）：本研究テーマでは、世界の産業構造・貿易構造の情報を内包した産業連関表を用い
て、世界各国の経済活動が定量的にどれほど環境に影響を与えているかを分析した。主な研究成果として、アメ
リカ国内に留まる毒性化学物質が、どれほど各国の最終需要によってもたらされているかについて、時系列で追
い要因分解を行った。分析結果から、各国の最終需要は長期にわたって増えているため排出量も増加に寄与した
が、アメリカ国内産業がヒ素の利用を抑えることなどで排出係数が減少したことにより、全体では大きく減少に
寄与していることが分かった。

研究成果の概要（英文）：In this study, it is analyzed how exclusively the world economic activity 
could have been affected to our environmental using multi-regional input-output table which include 
information about world industrial and trade structure. As a main contribution, the amounts of 
toxicity in U.S. induced by the final demand from over the world are followed at time-series and 
decomposed to some factors. From the results, it is found that although some part of toxicity have 
been increased same as final demand, much part have been decreased due to the improvement of 
emission coefficient by avoiding using arsenic and so on. As a whole, from 1998 to 2009, toxicity 
left in U.S. have been reduced due to their effort on EOP rather than industrial or trade structure.

研究分野：環境経済学
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１．研究開始当初の背景 
環境問題の解決に向けた政策提言を行う
ために、世界各国の産業構造変化が自国内で
の環境負荷排出量並びに排出移転量に与え
た正味の影響を定量化するだけでなく、産業
構造の根幹をなす国内・国際サプライチェー
ンネットワークの特徴を、ネットワーク分析
を通して明らかにすることが決定的に重要
である。さらに国際間サプライチェーンを考
慮した環境マネジメントシステムの構築に
向けて、低炭素社会の実現に向けた取組の進
んだ国と、そうでない国の産業構造の実態を
把握し、炭素集約的な国に炭素粗放的な産業
構造の構築に向けた具体的な政策提言をし
ていく必要がある。このときには、研究成果
（研究業績[1], [2]）のように、技術・構造
的効率性向上を目指す単位としての炭素ク
ラスター（各国における CO2 集約度の高い産
業クラスターなど）に着目することが有効で
ある。そこで本研究では、各国における炭素
クラスターの地域間での違いなど国際比較
分析を行い、当該国において検出された炭素
クラスターが他国の炭素粗放的な産業クラ
スターへと移行することによって、環境にど
のような影響を与えるのか考察を試みる。本
研究では、単位構造モデルを空間的に拡張し、
世界産業連関表を利用することによって、排
出集約度の高いクラスターの検出とその特
徴分析を行い、世界の CO2 排出責任論につい
て包括的に議論する。 
 
２．研究の目的 
 世界の産業や貿易構造に着目した二酸化
炭素排出評価に関する研究として、国際間サ
プライチェーンを考慮した環境マネジメン
トシステムの構築に向けて、技術・構造的効
率性向上を目指す単位としての炭素クラス
ターの検出を定量的に行う。 
 世界各国間の産業間貿易額データである
国際産業連関表からサプライチェーンネッ
トワークデータを構築し、そのサプライチェ
ーンネットワークの中からCO2排出量で量っ
た集約度の高い密な国際産業グループ（すな
わち炭素クラスター）の検出を定量的かつ客
観的に示し、政策的な提言を行う。さらに、
当該国において検出された炭素クラスター
が他国の炭素粗放的なネットワーク構造へ
と移行することによって環境にどのような
影響を与えるのか分析する。 
 
３．研究の方法 
・国際サプライチェーンネットワークデータ
の構築に必要となる国際産業連関表及び関
連する CO2 排出係数データの収集・整備を進
める。 
・炭素クラスター分析に必要となる計算プロ
グラムの構築を行う。 
・国際サプライチェーンネットワークデータ
から炭素クラスターの抽出を行い、国際比較
分析を行う。 

・抽出された炭素クラスターのネットワーク
可視化を行う。 
・学会発表及び学術雑誌への投稿によって研
究成果を公表する。 
 
４．研究成果 
 産業連関表を用いての毒性化学物質排出責
任評価に関しては、国内、国外での発表に加
え、現在海外雑誌に投稿し査読対応中である。 
本研究では、1998 年から 2011 年にかけてア
メリカ国内の排出量に貿易を通じて影響を
与えてきた国々について定量的に時系列分
析を行った。図 1を見ると、1998 年時点では
地理的にも近くFTAなどの恩恵を受け貿易も
盛んであることからカナダやメキシコがア
メリカに対して最大の毒性化学物質排出責
任者であったことがわかる。しかしながら図
2を見ると、2011 年時点ではその影響が若干
薄まり、成長を続ける中国が排出責任者とし
ての役割を多く担ってきていることがわか
る。 
また、これらの毒性化学物質排出量の変化量
に つ い て 1. Intensity effect; 2. 
Structural effect; 3. Final demand effect
の 3 つに要因分解を行った。各効果の概念図
を図 3-5 に示す。それぞれ、EOP の改善など
排出係数の変化による効果、貿易構造や産業
構造の変化による効果、最終需要で表される
経済規模の変化による効果、である。1 単位
の生産に伴って排出される毒性化学物質の
量が減少したり、より低負荷な物質に代替さ
れたりすることなどによって環境負荷が減
少に寄与する場合、Intensity effect による
改善効果として捕捉される。またより毒性化
学物質を使わないような国との取引に移行
したり、毒性負荷の大きい国からの輸入を取
りやめたりすることで環境負荷が減少する
場合には、Structural effect として捕捉さ
れる。また、各国の最終需要が増加したこと
で生産額が伸び、その結果として毒性化学物
質排出量が増えるような場合には、Final 
demand effect として捕捉される。 
毒性化学物質排出変化量をそれらの効果
に分解して 1998 年から 2011 年まで時系列で
捉えたものが図 6である。図 6から、近年で
は逓減しつつあるが、Intensity effects に
より大幅に排出量は減少に寄与しているこ
とから、アメリカ国内産業における削減努力
は著しく高いと考えられる。 
アメリカは国内産業に毒性化学物質排出
量の届け出を課しており（Toxic Release 
Inventory）、その結果として毒性化学物質排
出量を削減しようという国内の動きが顕著
であることが窺える。他国が今後環境に配慮
した生産システムを構築する上で、長期的に
見た場合に重要な政策となりうることが定
量的に示された。今後必要な分析としては、
各国が政策等を進めていった場合に
emission heaven が現れないようどのような
産業/国家間ネットワークを築いていくべき



かについてである。その際に産業と産業につ
いてのサプライチェーンネットワークから
Spectral clustering の手法を用いて産業ク
ラスターの抽出を定量的に測り、どの国とど
の国が密につながっていくべきかについて
議論を深めていく必要があると考えている。 
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